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令和７年１２月１１日（木） 



　　　　令和７年度第３回御船町議会定例会（１２月会議）議事日程  　

          令和７年１２月１１日（木）午前１０時開議

第  １ 会議録署名議員の指名

第　２ 諸報告

１　諸般の報告

２　行政報告

第　３ 一般質問

第　４ 報告第１２号 専決処分の報告について
（車両物損事故に係る和解及び損害賠償額の決定について）

第　５ 報告第１３号 専決処分の報告について
（車両物損事故に係る和解及び損害賠償額の決定について）

第　６ 議案第２７号 令和７年度御船町一般会計補正予算（第５号）について
【別冊】

第　７ 議案第２８号 令和７年度御船町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３
号）について
【別冊】

第　８ 議案第２９号 令和７年度御船町介護保険事業特別会計補正予算（第２号）に
ついて
【別冊】

第　９ 議案第３０号 令和７年度御船町下水道事業会計補正予算（第３号）について
【別冊】

第１０ 議案第３１号 令和７年度御船町水道事業会計補正予算（第４号）について
【別冊】

第１１ 議案第３２号 児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整
理に関する条例の制定について

第１２ 議案第３３号 熊本県市町村総合事務組合の共同処理する事務の変更及び規約
の一部変更について

第１３ 諮問第  １号 人権擁護委員の候補者の推薦について

第１４ 諮問第  ２号 人権擁護委員の候補者の推薦について
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報告第１２号 

 

   専決処分の報告について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定による軽易な

事項の町長の専決事項の指定（令和３年６月１５日議決）第１号に基づく和解及

び損害賠償額の決定について、別紙のとおり専決処分を行ったので地方自治法第

１８０条第２項の規定に基づき報告する。 

 

   令和７年１２月１１日提出 

                  御船町長 藤木 正幸    

 

御専第１２号 高木地区町管理道路の路面陥没による事故に関する和解及び損

害賠償額の決定について 
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御専第１２号 

  

高木地区町管理道路の路面陥没による事故に関する和解及び損害賠償 

額の決定について 

高木地区町管理道路における車両物損事故について、和解及び損害賠償額の決

定を次のとおり専決処分する。 

 

   令和７年９月１８日専決 

御船町長 藤木 正幸 

 

１ 相手方     個人 

 

２ 損害賠償額   １７０，８３０円  

過失割合（町：１０ 本人：０） 

 

３ 事故の概要 

  本件事故は、令和７年６月１４日午後８時１０分頃、相手方が高木地区町管 

理道路を自家用車で走行中に道路上にあった深さ１０㎝程度の窪み（ポットホ 

ール）でサスペンション等を破損したもの。 

 

４ 和解日  令和７年９月１８日 
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報告第１３号 

 

   専決処分の報告について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定による軽易な

事項の町長の専決事項の指定（令和３年６月１５日議決）第１号に基づく和解及

び損害賠償額の決定について、別紙のとおり専決処分を行ったので地方自治法第

１８０条第２項の規定に基づき報告する。 

 

   令和７年１２月１１日提出 

                  御船町長 藤木 正幸    

 

御専第１３号 高木地区町管理道路の路面陥没による事故に関する和解及び損

害賠償額の決定について 
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御専第１３号 

  

高木地区町管理道路の路面陥没による事故に関する和解及び損害賠償 

額の決定について 

高木地区町管理道路における車両物損事故について、和解及び損害賠償額の決

定を次のとおり専決処分する。 

 

   令和７年１１月２６日専決 

御船町長 藤木 正幸 

 

１ 相手方     個人 

 

２ 損害賠償額   １５４，７１４円  

過失割合（町：１０ 本人：０） 

 

３ 事故の概要 

  本件事故は、令和７年８月１６日午前４時００分頃、相手方が高木地区町管 

理道路を自家用車で走行中に道路上にあった深さ１０㎝程度の窪み（ポットホ 

ール）でフロントバンパー等を破損したもの。 

 

４ 和解日  令和７年１１月２６日 
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議案第３２号 

 

児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関 

する条例の制定について 

児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例

を別紙のとおり制定する。 

 

令和７年１２月１１日提出 

                  御船町長 藤木 正幸 

 

（提案理由） 

児童福祉法等の一部を改正する法律（令和７年法律第２９号）の施行に伴い、

関係条例の一部を改正する必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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令和 年 月 日 

条例第   号 

児童福祉法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関 

する条例 

 

（御船町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部改正） 

第１条 御船町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例（平成26年条例第25号）の一部を次のように改正する。 

  第25条中「児童福祉法第33条の10各号」を「児童福祉法第33条の10第１項各

号（幼稚園型認定こども園にあっては、学校教育法第28条第２項において準用

する法第27条の２第１項各号）」に改める。 

 （御船町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正） 

第２条 御船町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成26年条例第27号）の一部を次のように改正する。 

  第12条中「法第33条の10各号」を「法第33条の10第１項各号」に改める。 

（御船町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正） 

第３条 御船町乳児等通園支援事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

（令和７年条例第10号）の一部を次のように改正する。 

  第13条中「法第33条の10各号」を「法第33条の10第１項各号」に改める。 

（御船町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を

改正する条例） 

第４条 御船町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成26年条例第26号）の一部を次のように改正する。 

  第12条中「法第33条の10各号」を「法第33条の10第１項各号」に改める。 

  第17条第２項を次のように改める。 
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２ 家庭的保育事業者等は、前項の規定にかかわらず、次の表の上欄に掲げる  

健康診断又は健康診査（母子保健法（昭和40年法律第141号）第12条又は第

13条に規定する健康診査をいう。同表において同じ。以下この項において

「健康診断等」という。）が行われた場合であって、当該健康診断等がそれ

ぞれ同表の下欄に掲げる健康診断の全部又は一部に相当すると認められると

きは、下欄に掲げる健康診断の全部又は一部を行わないことができる。この

場合において、家庭的保育事業者等は、それぞれ同表の上欄に掲げる健康診

断等の結果を把握しなければならない。 

児童相談所等における乳児又は幼児（以

下「乳幼児」という。）の利用開始前の

健康診断 

乳幼児に対する健康診査 

利用乳幼児に対する利用開始時の健康診

断 

利用開始時の健康診断、定期の健 

康診断又は臨時の健康診断 

 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３３号 

 

   熊本県市町村総合事務組合の共同処理する事務の変更及び規約の一部 

変更について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定により、令和

８年３月３１日限りで、熊本県市町村総合事務組合の共同処理する事務を変更し、

熊本県市町村総合事務組合規約（平成１６年９月２９日熊本県指令市町村第１６

号）の一部を次のとおり変更する。 

 

   令和７年１２月１１日提出 

御船町長 藤木 正幸 

 

   熊本県市町村総合事務組合規約の一部を変更する規約 

 熊本県市町村総合事務組合規約（平成１６年９月２９日熊本県指令市町村第１

６号）の一部を次のように変更する。 

 別表第２第３条第１０号に関する事務の項中「菊池市、上天草市」を「上天草

市」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規約は、令和８年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の熊本県市町村総合事務組合規約別表第２の規定は、この規約の施行

の日（以下「施行日」という。）以後に発生した交通事故により災害を受けた者

に係る交通災害見舞金に関する事務の共同処理について適用し、施行日前に発

生した交通事故により災害を受けた者に係る交通災害見舞金に関する事務の共

同処理については、なお従前の例による。 

 

（提案理由） 

 一部事務組合の共同処理する事務を変更し、規約を変更しようとするときは、

地方自治法第２９０条の規定により議会の議決を経る必要がある。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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諮問第１号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 人権擁護委員の候補者に次の者を推薦したいので、議会の意見を求める。 

 

１ 住 所   御船町大字七滝 

２ 氏 名   松岡 秀明（まつおか ひであき） 

３ 年  齢    ６８歳 

 

令和７年１２月１１日提出 

                  御船町長 藤木 正幸 

 

（提案理由） 

 人権擁護委員の候補者を推薦するため、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１

３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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諮問第２号 

 

人権擁護委員の候補者の推薦について 

 人権擁護委員の候補者に次の者を推薦したいので、議会の意見を求める。 

 

１ 住 所   御船町大字滝尾 

２ 氏 名   藤本 龍巳（ふじもと たつみ） 

３ 年 齢   ６９歳 

 

令和７年１２月１１日提出 

                  御船町長 藤木 正幸 

 

（提案理由） 

 人権擁護委員の候補者を推薦するため、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１

３９号）第６条第３項の規定により議会の意見を求める。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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